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Ⅰ データ集

（複数回答可）
平成２２年度「地域における家庭教育支援に関する実態調査」より　※政令指定都市を除く

家庭教育に関する学習講座の講座のテーマ（平成21年度　市区町村）
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学習講座・学級の実施
 （乳児期の親向け） n=515
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 （幼児期の親向け） n=617

学習講座・学級の実施 
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学習講座・学級の実施
 （中学校入学時・思春期の親向け） n=418
父親向けの学習機会の提供  n=165

都道府県・政令市：N＝65、市区町村：N＝924
※平成22年度「地域における家庭教育支援に関する実態調査」より
※実施状況には単独事業を含む。ただし、調査に回答のあった自治体の実施状況から算出　※１・・・政令指定都市を除く

家庭教育支援施策の実施状況（平成２１年度）
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３．家庭教育支援の実施状況

市区町村：N＝924
平成２２年度「地域における家庭教育支援に関する実態調査」より　　※政令指定都市を除く

財源別　家庭教育に関する相談対応施策等の実施状況（平成21年度・市区町村）
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市区町村：N＝924
平成２２年度「地域における家庭教育支援に関する実態調査」より　　※政令指定都市を除く

財源別　家庭教育に関する学習講座等の実施状況（平成21年度・市区町村）
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Ⅰ データ集

都道府県・政令市：N＝65、市区町村：N＝924　　（複数回答可）
平成２２年度「地域における家庭教育支援に関する実態調査」より　　※１・・・政令指定都市を除く

「家庭教育支援に関し、連携を強化する必要のある分野」
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（複数回答可）
平成２２年度「地域における家庭教育支援に関する実態調査」より　※政令指定都市を除く

家庭教育支援チーム等の連携先（平成21年度）
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３．家庭教育支援の実施状況

都道府県・政令市：N＝65、市区町村：N＝924　　（複数回答可）
平成２２年度「地域における家庭教育支援に関する実態調査」より　　※１・・・政令指定都市を除く

「国にどのような取組を希望するか」
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都道府県・政令市：N＝65、市区町村：N＝924　　（複数回答可）
平成２２年度「地域における家庭教育支援に関する実態調査」より　　※１・・・政令指定都市を除く

「家庭教育支援施策展開上の課題」
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（４）施策展開上の課題


